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 特定建設工事共同企業体の代表者以外の
構成員にあっては、平成17年度以降に元請
として完成・引き渡しの完了した、次の同
種工事に監理技術者、主任技術者、現場代
理人又は担当技術者として従事した施工経
験を有する者であること。なお、新型コロ
ナウィルス感染症の感染拡大防止を目的と
して工事の工期の延長又は検査の延長を
行ったことにより、本工事の申請書、確認
資料申請日までに完成・引き渡しの完了し
なかった工事については、本工事の申請書、
確認資料申請日までに完成・引き渡しが完
了したものとして取り扱う。この場合、新
型コロナウィルス感染症の感染拡大防止を
目的として工事の工期の延長又は検査の延
長を行ったことを確認できる資料を添付す
ること。（共同企業体の構成員としての施工
実績は、出資比率が20％以上であること。
ただし、乙型共同企業体の同種工事の施工
実績については、出資比率にかかわらず各
構成員が施工を行った分担工事の実績であ
ること。）
また、競争参加者が甲型特定建設工事共同
企業体である場合は、代表者以外の構成員に
ついて、主任技術者の工事の施工経験は求め
ない。
同種工事とは、以下に掲げる工事とする。
・グラブ浚渫船による海上での浚渫あるいは
床掘を施工した工事
 及びにおいて当該施工実績が全地方
整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局
の発注した工事（いずれも港湾空港関係）
に係る施工実績である場合にあっては、評
定点合計が65点未満のものを除く。
 監理技術者（専任補助者を配置する場合
は当該専任補助者を含む）にあっては、監
理技術者資格者証及び監理技術者講習修了
証を有する者であること。
 専任補助者を配置する場合における主任
技術者又は監理技術者は、確認資料の提出
期限日において満40歳以下であること。
 専任補助者と現場代理人は兼務すること
ができる。
 申請する技術者が、平成17年４月１日以
降に産前産後休業及び育児休業（以下、「産
休育休」という。）を取得した場合は、産休
育休期間に相当する期間を施工実績を求め
る期間に加えることができる。

 申請書、確認資料の提出期限の日から開札
の時までの期間に、中国地方整備局から「地
方整備局（港湾空港関係）所掌の工事請負契
約に係る指名停止等の措置要領」（昭和59年３
月31日付け港管第927号）に基づく指名停止
を受けていないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者すべてが共同企業体の代表者以
外の構成員である場合を除く。）。（入札説明書
参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者でな
いこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある者でないこと。

３ 一次審査に関する事項
競争参加資格があると認められた者につい

て、４１）によって得られる審査評価点の
上位10者までを選抜（10者目の審査評価点が、
同数となる者が複数存在する場合はそれらを含
む。）する。
４ 総合評価に関する事項
 入札参加者は、価格及びに示す評価項
目をもって入札を行い、の要件全てに該当
する者のうち、によって得られる標準点、
加算点及び施工体制評価点の合計を入札価格
で除した数値（以下「評価値」という。）の最
も高い者（複数存在する場合は、による。）
を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされない恐れがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れが
あって著しく不適当であると認められるとき
は、入札した他の者のうち評価値が最も高い
者を落札者とすることがある。
 評価対象要件
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限の範囲内であ
ること。
 評価値が標準点を予定価格で除した数値
（以下「基準評価値」という。）に対して下
回らないこと。

 本工事の総合評価は以下のとおり実施す
る。
１）一次審査
 一次審査における審査評価点の算出に
おいては、入札説明書等に記載された項
目により、審査評価点を評価基準に従っ
て与え、算出する。
 上記における審査評価点の合計が上
位10者までを選抜する。ただし、10者目
の審査評価点が同点の者が複数いる場合
は、その全ての者を選抜する。
また、国内実績のない外国籍企業が国外
での施工実績により参加する場合、中国地
方整備局において競争参加資格を確認の
上、上記２の同種工事として妥当と判断
された場合、選抜者に加える。
２）二次審査（選抜された者）
一次審査で選抜された者のうち、入札説
明書等に記載された期間内に技術提案書を
提出した者を対象に実施する。

 二次審査の評価項目と評価基準
 上記２競争参加資格を満足する者に標準
点100点を与え、技術提案等の評価結果に
応じて加算点最大60点を与え、さらに施工
体制の評価結果に応じて施工体制評価点最
大30点を与える。
 評価項目は次のイ）とし、その詳細及び
評価基準は入札説明書による。
イ）標準案と異なる施工方法等に関する提
案として企業に求める技術提案指定テー
マは「浚渫箇所又は土運船運搬経路の周
辺海域を航行する一般船舶の安全確保の
ための施工上の工夫に関する技術提案」
及び「浚渫時における水質汚濁拡散低減
のための施工上の工夫に関する技術提
案」とする。

 施工体制の評価項目は、次のとおりとし、
その詳細及び評価基準は入札説明書によ
る。
イ）品質確保の実効性
ロ）施工体制確保の確実性

 において、評価値の最も高い者が２人以
上ある時は、くじを引き落札者を決定する。

 技術提案の採否等については、二次審査の
確認結果に併せて通知する。
なお、競争参加資格を認められた者のうち、
技術提案により入札に参加する者は当該提案
に基づく入札を行い、標準案により入札に参
加する者は、標準案に基づく入札を行うこと
を条件とし、これ以外のものについては入札
を無効とする。
 技術提案資料作成説明会 技術提案資料作
成説明会は行わない。
 技術提案資料のヒアリングは必要に応じて
行うものとし、その場所、日時等の必要事項
は別途通知する。
 施工体制評価項目を審査するため、開札後
速やかにヒアリングを実施するとともに、ヒ
アリングに際して追加資料を求めることがあ
る。
 実施上の留意事項
 受注者が二次審査結果通知時に「可」と
して通知された技術提案について、受注者
の責により提案内容が履行できなかった場
合、請負工事成績評定の減点及び違約金の
徴収を行う。（入札説明書参照）
 受注者の責によらない場合とは、発注者
の事情による設計条件の変更又はその他特
別な事情がある場合等のことをいい、発注
者と受注者の協議により決定する。

５ 入札手続等
 担当部局
〒7300004 広島市中区東白島町1415Ｎ
ＴＴクレド白島ビル13階 中国地方整備局総
務部経理調達課契約調整係 山内 久幸 電
話0825113903
 入札説明書の配付期間、場所及び方法
 配付場所：Webサイト「入札情報サー

ビス（ＰＡＳ）」（http://www.
pas.ysk.nilim.go.jp/）からの
ダウンロードによる配付。（詳
細は上記Webサイトの「入
札説明書等のダウンロードに
ついて」参照。）
なお、上記Webサイトは

中国地方整備局港湾空港部
ホームページ（http://www.
pa.cgr.mlit.go.jp/chiki/
kouwan/index.html）
の入札・契約情報／発注情報
（工事・コンサルタント）／
からも閲覧可能。

 配付期間：表１のとおり
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